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問1 平成三十年度の一般会計歳入の構成において、公債金収入（32.5％）、所得税（18.8％）、消費税（16.7％）に次いで、全体
の11.7％を占める主要な税金があります。株式会社などの法人の利益に対して課される、国税かつ直接税であるこの税金の名
称として正しいものを選びなさい。 （2021年　兵庫公立入試　類似）

1.  法人税 2.  所得税 3.  消費税 4.  固定資産税

問2 1989年度から2019年度にかけての日本の税務統計を見ると、所得税の税収は1991年ごろをピークに景気の波に合わせて大幅
に増減を繰り返してきました。これに対し、同じ期間における消費税の税収が持つ特徴として、最も適切な説明はどれです
か。 （2021年　京都公立入試　類似）

1.  景気の変動が税収に与える影響
が小さく、安定している

2.  景気が悪化すると所得税以上に
税収が急激に減少する

3.  景気の良し悪しに関わらず、税
率を上げても税収は常に一定であ
る

4.  所得の高い人ほど税率が高くな
るため、好景気の時にのみ税収が
伸びる

問3 日本の社会保障制度の柱の一つである「社会保険」が、生活保護などの「公助」と決定的に異なる点はどこにありますか。そ
の制度上の仕組みとして最も適切な説明を選びなさい。 （2026年　高知公立入試　類似）

1.  あらかじめ個人が保険料を負担
することで、リスクに対して相互
に支え合う仕組みである点

2.  全額が国や地方公共団体の税金
によって賄われ、個人の拠出を必
要としない点

3.  高齢者や障害者などの特定の対
象者に対し、専門的な施設やサー
ビスを提供する点

4.  予防接種や公害対策などを通じ
て、社会全体の衛生環境を改善す
ることを目的とする点

問4 日本の社会保障制度は、大きく4つの柱に分類されます。その中でも、生活に困窮している人々を対象に、生活保護法に基づい
て「健康で文化的な最低限度の生活」を保障し、自立を助けることを目的とした制度は何と呼ばれますか。 （2023年　栃木県公立入試　類

似）

1.  公的扶助 2.  社会保険 3.  社会福祉 4.  公衆衛生

問5 日本国憲法第25条が規定する「生存権」を実現するために、国が行う活動についての説明として最も適切なものはどれです
か。なお、この条文の第2項には、社会福祉や社会保障と並んで、特定の分野の向上に努めるべきことが明記されています。

（2015年　山口公立入試　類似）

1.  感染症の予防や公害対策、食品
の安全確保などを通じて国民の健
康保持を図る「公衆衛生」の増進

2.  生活に困窮する人々に対し、国
が最低限度の生活を保障するため
の費用を支給する「公的扶助」の
実施

3.  すべての国民が一定の保険料を
出し合い、病気や失業の際に給付
を受ける「社会保険」の整備

4.  高齢者や障害者など、社会的な
援護を必要とする人々に対して支
援を行う「社会福祉」の提供

問6 景気が後退し不景気となった局面において、政府が景気の安定を図るために実施する財政政策の内容として、最も適切なもの
はどれですか。 （2016年　高知公立入試　類似）

1.  減税を実施することで家計や企
業の自由に使える資金を増やし、
消費や生産を拡大させる

2.  増税を実施することで政府の税
収を増やし、公共事業の規模を縮
小させて景気の過熱を抑える

3.  減税を実施することで通貨の流
通量を抑え、物価が急激に上昇す
るのを防ぐ

4.  増税を実施することで家計の消
費を抑制し、将来の不況に備えて
貯蓄を促す

問7 景気が悪化している不況期において、政府が景気を刺激するために実施する財政政策の組み合わせとして、最も適切なものは
どれですか。 （2018年　富山県公立入試　類似）

1.  公共事業への支出を増加させ、
同時に減税を行う。

2.  公共事業への支出を抑制し、同
時に増税を行う。

3.  公共事業への支出を増加させ、
同時に増税を行う。

4.  公共事業への支出を抑制し、同
時に減税を行う。

問8 日本の税制において、消費税が持つ「逆進性」という性質について正しく説明しているものはどれですか。 （2024年　和歌山公立入試　類

似）

1.  所得が多くなるにつれて適用さ
れる税率が高くなり、富の再分配
を促す性質。

2.  同じ金額の商品を購入した際に
誰もが同じ税額を負担するため、
所得の低い人ほど所得に対する負
担の割合が高くなる性質。

3.  納税者と税を負担する者が同じ
であり、景気の変動によって税収
が大きく左右されにくい性質。

4.  特定の高額商品に対してのみ高
い税率を課すことで、所得による
負担の差を調整する性質。
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答え合わせ・解説

問1 答え 1
法人税

日本の一般会計歳入において、所得税、消費税と並んで税収の大きな柱となっているのが法人税で
す。これは企業の所得（利益）に対して課される税金で、納税義務者と税金を実際に負担する者が
同じ「直接税」に分類されます。国の予算を支える国税の一つとして、財政において重要な役割を
果たしています。

問2 答え 1
景気の変動が税収に与える影響が小さ
く、安定している

所得税は個人の所得、法人税は企業の利益に課されるため、不景気で収入が減ると税収も大きく落
ち込みます。一方、消費税は日々の買い物などの「消費」に対して広く課されるため、景気が悪く
なっても税収が極端に減ることはありません。このように景気に左右されにくい性質を「税収の安
定性」と呼びます。統計上も、消費税は増税による段階的な上昇を除けば、景気変動にかかわらず
ほぼ横ばいで推移しています。

問3 答え 1
あらかじめ個人が保険料を負担すること
で、リスクに対して相互に支え合う仕組
みである点

社会保険は「医療・年金・介護・雇用・労働災害」の5つから成り、いずれも加入者が保険料を出
し合うことで、いざという時に給付を受ける「共助」の仕組みをとっています。税金のみを財源と
する「公助」とは、受益者自身が事前に負担を行っているかどうかが大きな違いです。

問4 答え 1
公的扶助

日本国憲法第25条の生存権を具体化する制度として位置づけられています。生活が困窮した際に、
国が責任を持って最低限の生活を支え、自立を促す役割を担います。他の3つの柱（社会保険、社
会福祉、公衆衛生）とは、対象者や目的に明確な違いがあります。

問5 答え 1
感染症の予防や公害対策、食品の安全確
保などを通じて国民の健康保持を図る
「公衆衛生」の増進

憲法第25条第2項には「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向
上及び増進に努めなければならない」と記されています。このうち公衆衛生は、感染症の拡大防止
や予防接種の実施、ゴミ処理や上下水道の整備といった、集団としての健康や安全な生活環境を維
持・向上させるための行政活動を指します。

問6 答え 1
減税を実施することで家計や企業の自由
に使える資金を増やし、消費や生産を拡
大させる

不景気の局面では、社会全体の需要が冷え込み、消費や生産が停滞します。政府は財政政策として
減税を行うことで、家計が買い物に使えるお金（可処分所得）を増やしたり、企業が設備投資を行
いやすくしたりします。その結果、社会全体の消費や生産が活発になり、景気の回復が促されま
す。逆のケースである好景気で経済が過熱している場合には、増税などによって景気を抑制する措
置がとられます。

問7 答え 1
公共事業への支出を増加させ、同時に減
税を行う。

不況時には社会全体の需要が不足しているため、政府が意図的に需要を作り出す必要があります。
道路建設などの公共事業への支出を増やすことで、民間企業に仕事を発注し、雇用と所得を創出し
ます。また、減税を行うことで家計が自由に使えるお金を増やし、消費や企業の投資を促すこと
で、景気の回復を図ります。

問8 答え 2
同じ金額の商品を購入した際に誰もが同
じ税額を負担するため、所得の低い人ほ
ど所得に対する負担の割合が高くなる性
質。

消費税は所得の額に関わらず、消費した金額に対して一律に課税されます。所得の低い世帯ほど、
所得の多くを食料品などの消費に回さざるを得ないため、結果として所得全体に占める税負担の比
率が高くなってしまいます。この負担の不均衡を緩和するために、現在の日本では一部の品目に軽
減税率が導入されています。


